
岡山市犯罪被害者等基本条例（仮称）制定に 

関するご意見の募集結果について 

 
 
ご意見募集期間 

平成２２年９月１日(水)から平成２２年９月２２日(水)まで 

 

資料配付場所 

安全・安心ネットワーク推進室、情報公開室、各区役所・支所・地域センター 

 

ご意見の提出方法 

ホームページからの入力フォーム、Ｅメール、ＦＡＸ、郵送又は持参 

 

ご意見の提出先 

岡山市安全・安心ネットワーク推進室 

 

ご意見の募集結果 

（１）提出状況 

①提出者数：  １２名 

②意見総数：  ３５件 

 

（２）ご意見の内訳 

①条文の表現に関すること      ４件 

②具体的な施策に関すること    １９件 

③条例制定に対するご意見     １０件 

④関連施策へのご意見        ２件 

 

（３）提出方法 

①入力フォーム  ５件 

②Ｅメール    ０件 

③ＦＡＸ     １件 

④郵送      ０件 

⑤持参      ６件 

 

（４）住所 

①北区      ７件 

②中区      ２件 

③東区      ０件 

④南区      ０件 

⑤不明      ３件 



 

（５）年代 

①１０代     ０件 

②２０代     ０件 

③３０代     １件 

④４０代     ２件 

⑤５０代     ０件 

⑥６０代以上   ６件 

⑦不明      ３件 

 

 

ご意見の概要 

ご意見の概要とそれに対する本市の考え方は下表のとおりです。 

（下表では、３５件のうち同種の意見をまとめ、１２の意見に集約しておりま

す。） 

 

ご意見の概要 本市の考え方 

１．第２条（定義）について 

① 犯罪被害者等の定義について、条例

ですから「市内に住所を有するもの」

は当然であり必要ないと思う。市外

の被害者は除外される印象が強くな

る。住所は移さず一時的に岡山市に

緊急避難している被害者の方たちが

相談をしづらくなると感じるおそれ

がある。 

ご意見にあるような方々が相談し

づらくならないように「市内に住

所を有するもの」の表現を「市内

に居住し，勤務し，又は通学する

もの」に変更します。 

２．第３条（犯罪被害者等の支援の実施に関する基本原則）について 

① 基本原則について、途切れない支援

という文言を入れてほしい。 

条文を「・・・その被った心身の

苦痛，生活上の不利益等の態様そ

の他の事情に応じ，途切れること

なく適切に行われるものでなけれ

ばならない。」に変更します。 

３．第５条（市民等の責務）について 

① 二次的な被害という言葉が出てくる

が定義がない。定義を明確にする等

何らかの方法が必要ではないか。 

第２条に(5)として二次的な被

害の項目を追加します。 

「(5) 二次的被害 被害にあった

ことによる経済的な損失，精神的

な苦痛，身体の不調，周囲の人々

のうわさや中傷，マスメディアの

報道等によるプライバシーの侵害

等のことをいう。」 



４．第６条（犯罪被害者等の支援のための総合窓口）について 

① 窓口については分かりやすく明示し

啓発してほしい。 

② 総合窓口の設置によって、たらいま

わしの状態にならないような仕組み

をぜひ確立して欲しい。 

総合窓口設置に当たっては、市民

の皆様に分かりやすく明示し啓発

を行います。また、庁内各部署の

連携強化を図り、また各関係機関

等に協力を依頼していきます。 

５．第８条（住居の提供）について 

① 市営住宅の運用について、自宅近く

の市営住宅、県営住宅に入居できる

など、柔軟な活用方法をお願いした

い。 

公営住宅における公共の福祉の増

進の観点から、かつ、公募による

入居規定を妨げない限りにおい

て、一時的な緊急避難措置として、

市営住宅の短期間に限っての目的

外使用許可が可能であると考えて

おります。 

６．第９条（雇用の安定）について 

① 裁判員になった場合の特別休暇制度

に比べて、犯罪被害回復のための特

別休暇制度が定着していないので、

事業者に対してもっと広報・啓発を

していく必要がある。 

本市としては、国の普及啓発事業

と相まって、この制度の広報・啓

発について、機会を捉え努めてま

いりたいと考えております。 

７．第１０条（民間支援団体に対する支援）について 

① 民間支援団体への補助金を交付して

はどうか。 

② 民間支援団体への財政的支援を安易

に行うことには慎重になるべきであ

る。 

民間支援団体への財政的支援は必

要性を考慮するなど今後の検討課

題とさせていただきます。 

 

８．第１２条（支援が行わないことが出来る場合）について 

① １２条の支援を行わないことができ

るという趣旨が理解しにくい表現と

なっている。運用によっては、例え

ば、犯罪被害者が以前に傷害を与え

た人から、復讐され、被害にあった

場合（傷害罪については服役が終了

している場合など）支援できない対

象になる恐れがある。 

第１２条については、正当防衛等

のような、いわゆる加害者自身に

非が認められるような場合を想定

したものであり、ご意見のような

場合は支援対象として考えられる

ものであり、条文は案のとおりと

します。 

９．経済的支援について 

① 見舞金支給の制度を創設してはどう

か。 

② 生活資金の貸付制度を創設してはど

うか。 

この条例は岡山市における犯罪被

害者等に対する基本的な考え方を

お示ししたものであり、個別具体

的な施策については、担当課にお



③ ＤＶ被害者等への経済的支援をお願

いしたい。 

④ 一時的な経済支援が必要ではない

か。 

いて、今後の参考とさせていただ

きます。 

１０．市職員の連携体制について 

① 行政担当者が、被害者に二次的な被

害を与えることがない様、被害者が

おかれている状況を学び関係各課の

連携を密にするような体制を明記し

てはどうか。 

② 市役所内部での連携については当た

り前のことかもしれないが、注意喚

起を促す規定のしかたができるとよ

いと思う。そして、庁内の連携は、

犯罪被害者のための「ワンストップ

サービス」の方策検討へとつながり、

それを活かすためには職員全体研修

が不可欠である。職員一人ひとりの

意識が変わらない限り連携は困難だ

と思う。 

この条例制定を契機として庁内の

連携強化はもとより、犯罪被害者

等に対する職員全体の意識の向上

に努めていきたいと考えておりま

す。 

１１．条例制定に対するご意見 

① 誰もが被害者となる可能性がある出来事にもかかわらず、敬遠されがちな

ことでもあるが、この度はそこにスポットを当て、前向きな取り組みとし

て条例を作るということで本当にすばらしい。 

② 犯罪被害者の問題は数が少なく社会的に孤立し、相談窓口に声が届かない

ことが多い。その声は、地域の身近なところでの支えがあって初めて聞こ

えてくるものであり、身近な相談窓口として市の担う役割は大きいと思

う。 

１２．関連施策へのご意見 

① 市では安全・安心ネットワークづくりを進めているが、防犯だけが安全対

策ではなく、被害者支援や被害者理解が根付いたまちづくりこそ、安全・

安心なまちづくりと言えるはずである。防犯対策と被害者支援とを縦割り

にするのでなく、安全・安心ネットワーク推進事業の中でも「犯罪被害者

支援」をきちんと位置づけていただきたい。 

② 岡山市はすでにＤＶ被害者支援の貴重なノウハウを蓄積している。「さん

かく岡山」はＤＶ被害者からの相談件数も多く、支援実績もしっかりして

おり、この「さんかく岡山」から学ぶことは多いと思う。 

 


